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はじめに

◆髙島屋ファイナンシャル・パートナーズは、お客様のよりよいライフプランの構築に貢献するために、「お客様本位の業務運営の基
本方針」を策定し、本方針の取り組み状況を定期的に公表するとともに、より良い業務運営実現に向けて、必要に応じて見直し
を行い、その内容を公表いたします。

◆当社の各取組方針と、金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係は以下のとおりです。

当社の取組方針 原則該当番号

１
お客様とのコミュニケーション機会の充実を図り、お客様それぞれのライフスタイル、ライフステージ、将
来の構想等に応じた幅広いニーズの丁寧なヒアリングに基づき、適切な提案を行います。

原則２・６

２
幅広いお客様ニーズに対応できるよう、販売動向の定期的な点検を通じて、ファイナンシャル商品・
サービスラインアップの充実を図ります。

原則２・３・6

３ お客様にご負担いただく費用について、わかりやすく情報を提供いたします。 原則４・５

４
リスク性金融商品について、お客様の取引経験や金融知識を考慮のうえご提案いたします。また、複
数商品カテゴリーの特徴、コスト、リスク・リターンをわかりやすく比較説明いたします。

原則５・６

５ お客様のご契約後のフォローアップやコミュニケーション機会の充実を図ります。 原則６

６ お客様本位の業務運営に資するよう、従業員に対する適切な動機づけを行います。 原則３・７
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取組方針１.
お客様とのコミュニケーション機会の充実を図り、お客様それぞれのライフスタイル、ライフステージ、将来の構想等に応じた
幅広いニーズの丁寧なヒアリングに基づき、適切な提案を行います。

2024年度 セミナー実績例

取組内容
◆ お客様の中長期的な収支状況や資産状況等を見える化するライフプランシミュレーション等も活用し、お客様一人ひとりのニーズ
に合った商品・サービスの提案を行っています。

◆ お客様に金融商品に対する理解を深めていただくため、百貨店グループの強みを活かし、お買い物の合間に、気軽に立ち寄って
いただけるお客様セミナーを開催しています。

◆社会課題でもある中小企業の経営者さまの事業承継や相続といったお悩みに対し、法人専門のチームを創設し、課題解決に向
けた新たな活動を開始しました。

ライフプランシミュレーション(イメージ)

資産形成
（マネープラン）

「人生１００年時代のお金の育て方」

「早めに準備！今から考える将来設計」

「働く世代が考えておきたい将来のためのマネープラン」

NISA

「目指せ！脱初心者 失敗しないNISAの活用方法」

「NISAのリスクとその対処法」

「NISA・iDeCoの活用法」

相続・事業承継
「相続税・贈与税の基礎と対策について」

「ファミリービジネス持続経営のエッセンス」

金融教育 「親子で学ぼう！資産運用セミナー」
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取組方針２.
幅広いお客様ニーズに対応できるよう、販売動向の定期的な点検を通じて、ファイナンシャル商品・サービスラインアップの
充実を図ります。

取組内容
◆中長期的な資産形成を後押しするため、タカシマヤカードを使った投信自動積立サービスを提供しております。

◆ お客さまのライフプランに応じた多様なニーズにお応えできるよう、四半期毎に商品委員会を開催し、金融商品（投資信託・生
命保険など）のラインアップの整備を行っています。

◆商品選定にあたっては、経済環境や市場動向等を踏まえ、特定の投信運用会社・保険会社に偏ることがないよう、お客さまの
ニーズに沿った商品を取り揃えています。なお、当社は金融商品の組成には携わっておりません。

1,621口座

2,675口座

3,552口座

2023年 2024年 2025年

「タカシマヤのカード積立」 利用口座数の推移

商品委員会

四半期ごとに商品販売動向、タカシマヤセレクションの投資信
託のモニタリング、新商品・サービスの取り扱い開始、取扱い
終了を検討・確認。営業部門のほか、常勤役員、内部管理
部門、内部監査等で構成。

推奨保険会社
選定

保険商品に関し、各保障（補償）分野、項目等において、
①充実した保障（補償）内容・競争力のある保険料②販
売・事務手続きの多様性③販売実績等を総合的に勘案し
推奨保険会社を決定する。推奨保険会社について年１回
以上の頻度で内容の点検を行い、変更する場合は社内決
裁手続きに基づき行う。

＜モニタリングや商品・サービスの取り扱いに係る仕組み＞

３

2024年度は、多様化する資産承継ニーズにお応えするため、
新たに１社の生命保険会社の取り扱いを開始しました。



共通ＫＰＩ 投資信託の運用損益別顧客比率

◆米国の関税政策強化や主要ハイテク（半導体・AI関連）株の急落などの影響により、一部のリスク性資産において調整が見
られ、2025年3月末時点の運用損益率がプラスとなったお客さまの比率は68.2%（前年度比▲31.2ﾎﾟｲﾝﾄ）となりました。

共通ＫＰＩ 投資信託 預かり残高上位20銘柄 （2025年3月末時点）

NO 銘柄名 NO 銘柄名

1 ＳＢＩ・Ｖ・Ｓ＆Ｐ５００インデックス・ファンド 11 ＳＭＴ　世界経済インデックス・オープン

2 セゾン・グローバルバランスファンド 12 大和住銀ＤＣ国内株式ファンド

3 ｅＭＡＸＩＳ　Ｓｌｉｍ　全世界株式（オール・カントリー） 13 三井住友・配当フォーカスオープン

4 セゾン資産形成の達人ファンド 14 ひとくふう先進国リートファンド

5 ｅＭＡＸＩＳ　Ｓｌｉｍ　米国株式（Ｓ＆Ｐ５００） 15 三菱ＵＦＪ　純金ファンド

6 ｅＭＡＸＩＳ　Ｓｌｉｍ　先進国株式インデックス 16 ｅＭＡＸＩＳ　Ｓｌｉｍ　国内株式（日経平均）

7 ＭＳグローバル・プレミアム株式オープン（為替ヘッジなし） 17 グローバル・ベスト・ファンド

8 楽天・全米株式インデックス・ファンド 18 野村Ｊリートファンド

9 農林中金＜パートナーズ＞長期厳選投資　おおぶね 19 Ｏｎｅ国内株オープン

10 ゴールド・ファンド（為替ヘッジあり） 20 ｅＭＡＸＩＳ　Ｓｌｉｍ　全世界株式（除く日本）

0.1% 0.1% 0.0% 0.5%

27.4%

66.6%

3.9% 1.5%0.1% 0.0% 0.5%

31.6% 31.2% 32.8%

1.9% 1.9%

▲50％未満 ～▲30％未満 ～▲10％未満 ～0％未満 ～＋10％未満 ～＋30％未満 ～＋50％未満 ＋50％以上

運用損益別顧客比率（投資信託）

24年3月 25年3月対象となるお客さま：
基準日時点で「お店で相談コース」で投資信
託を保有されている個人のお客さま

運用損益がプラスのお客さま
2024年3月末 ･･･99.4%
2025年3月末 ･･･68.2%

数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用
損益を保障するものではありません。
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共通ＫＰＩ 投資信託の預かり残高上位20銘柄のリスク・リターン

共通ＫＰＩ 投資信託の預かり残高上位20銘柄のコスト・リターン
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取組方針３.
お客様にご負担いただく費用について、わかりやすく情報を提供いたします。

取組内容
◆証券総合口座の開設に際しては、取引コースごとに異なるサービス内容および申込手数料についてご説明のうえ、お客さまにご
選択いただくとともに、取引コースはご希望に応じて変更可能である旨も併せてご案内しております。

◆保険契約のお取引においては、保険会社作成の契約締結前交付書面＜契約概要／注意喚起情報＞等を用いて、当該商品
でお客さまのご負担となる費用についてご説明しております。

お店で相談コース 自分で取引コース

購入時
（申込手数料）

商品および関連する投資環境の説明・情報提供等
の対価として、所定のお申込み手数料がかかります。
お客様のご意向をお伺いし、最適なプランをご提案さ
せていただきます。

商品および関連する投資環境の説明・情報提供等
を受けることが出来ない代わりに、お店で相談コースに
比べ、お申込み手数料が抑制されます。

保有期間中
（信託報酬など）

投資信託の運用・管理の対価として信託財産から差し引かれる費用です。 信託報酬のほか、保有期間中、
その他の費用として、ファンドに組み入れられている有価証券を売買する際に発生する売買委託手数料や信
託事務の諸費用などが信託財産から差し引かれます。

換金時
（信託財産留保額

など）

中途換金による有価証券売却などのコストを換金する投資家に負担してもらうもので、ファンドを解約する際、
基準価額より信託財産留保額が差し引かれます。商品によっては、信託財産留保額がかからないものもあり
ます。

投資信託の各種手数料について

６



保険契約関係費
ご契約時の初期費用や、保険期間中・年金受取期間中の費用等、契約の締結・成立・維持・管理に
必要な経費です。

資産運用関係費 投資信託の信託報酬や、信託事務の諸費用等、特別勘定の運用により発生する費用です。

解約控除 契約日から一定期間内の解約の場合に積立金から控除される金額です(解約時のみ発生します)。

為替手数料
（外貨建ての場合）

ご契約時、または年金や死亡給付金等のお受取にあたって、外貨と円を交換する場合には為替手数料
等が上記の各種費用とは別にかかります。

市場価格調整

市場価格調整とは、保険を途中で解約した際の解約返戻金が、市場金利によって増減する仕組みのこ
とです。保険契約時と解約時の市場金利を比較して、解約返戻金に反映されます。市場価格調整の有
無は商品によって異なります。

保険契約などにかかる費用について ７



取組方針４.
リスク性金融商品について、お客様の取引経験や金融知識を考慮のうえご提案いたします。また、複数商品カテゴリーの
特徴、コスト、リスク・リターンをわかりやすく比較説明いたします。

取組内容
◆ お取引開始時などにお伺いしたお客さまの投資に関する知識、経験、資産状況、契約目的等について、ご提案の都度、内容に
変化がないかを確認し、常に最新の情報に基づいた提案を行うよう取り組んでまいります。

◆ ご高齢のお客さまがお取引をされる際には、投資信託・保険契約それぞれの商品販売ルールを策定し、ご説明翌日以降のお申
込みや、ご家族の同席をお願いする等、お客さまの理解度に合わせた適切な対応を実践する体制を構築しています。

◆一部の特定保険契約は、保障と運用の両機能を備えた商品性を有しており、保険関係費用等のご負担が生じます。そのため、
運用機能に特化した金融商品（投資信託や外国債券）との比較検討が可能となるよう、専用ツールを用いてご説明を行って
います。

当社 比較説明用ツール

８



取組方針５.
お客様のご契約後のフォローアップやコミュニケーション機会の充実を図ります。

取組内容
◆ 「お店で相談コース」をご選択されたお客様において、保有されている投資信託の基準価額が日次で５％以上下落した場合には、
下落理由のご説明や投資意向のご確認等のフォローを実施しております。

◆ ファイナンシャルカウンターで特定保険契約（変額・外貨建て保険）をご契約いただいたすべてのお客さまに対して、最低１年に
一回以上ご連絡し、ご加入の目的、保障内容、市場リスク、為替リスク、積立金・解約返戻金等の状況のご説明等のフォロー
を実施しております。

◆ 2024年度は、8月初旬の大幅な株安・円高をはじめ、相場の急落が頻発する状況となりましたが、営業部門において対象とな
るすべてのお客様へのフォローを実施し、また、営業部門の取り組み状況をモニタリングする内部管理部門においても、漏れなく対
応が行われたことを確認しております。

９



取組方針６.
お客様本位の業務運営に資するよう、従業員に対する適切な動機づけを行います。

取組内容
◆投資信託・保険契約等においては、お客様にご負担いただく費用とは別に、商品の提供会社から販売手数料等の支払いを受
ける場合がありますが、お客さまの利益に反する販売がないよう、投資信託は販売した商品の違い、保険契約は同一保険種
類に分類される商品の違いによって、業績評価に差が生じないように設計された評価体系としています。

◆ お客さまお一人ひとりに最適な商品やサービスをご提供するため、当社ではライフプランシミュレーションの実施を重視しておりま
す。2024年度は新任者を中心に適切なライフプランシミュレーションが行えるよう、 外部講師による実践的な研修を実施し、
コンサルティングの品質維持と向上に努めました。

◆ お客さまの幅広いご相談に対し適切なアドバイスを行えるよう、２級ファイナンシャル・プランニング技能士以上の資格取得を奨
励しています。取得者に対し資格手当の支給や、資格取得にかかる受験費用等の資金援助を行うなど、従事者の専門資格の
取得を支援しています。

2023年度 2024年度

71% 77%

■ ファイナンシャル・プランニング技能士(1・２級)資格の保有率推移

10

※ 比較のしやすさを考慮し、2023年度の保有
率は、2024年度の社内体制変更を反映した
数値を掲載しています。

（※ ）


